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第８章 開発許可申請書等の作成及び手続き

８－１ 開発許可申請書等の作成要領

条例第２０条（申請書等の提出部数及び経由）

法第３章第１節（法第４７条を除く。）及び規則第６０条の規定により知事に提出する許可、承認又

は交付に係る申請書の提出部数は、正本及び副本各１部とする。

２ 法第３章第１節（法第４７条を除く。）及び法第６５条第１項の規定により知事に提出する許可又は

承認に係る申請書並びに法第３章第１節及びこの条例の規定により知事に提出する届出書は、当該申請

書及び届出書に係る開発行為、建築物の建築その他の行為をしようとする土地の区域を管轄する土木事

務所を経由しなければならない。

開発許可及び建築許可等を受けようとする者は、法、令、規則、条例及び細則の定めるところにより必要

となる図書等を添付した申請書等を知事に提出しなければならない。

また、法第３４条の２及び法第４３条第３項の規定に基づく協議を行おうとする者は、開発許可及び建築

許可等を受けようとする者に準じて、法、令、規則、条例及び細則の定めるところにより必要となる図書等

を添付した申請書等を知事に提出しなければならない。

１ 申請書等の提出先

申請書等の提出先及び提出部数は、当該開発区域等を管轄する土木事務所（石巻市の区域内におけるもの

については石巻市建設部建築指導課、大崎市の区域内におけるものについては大崎市建設部建築住宅課）に、

申請については正副各１部、届出については１部を提出しなければならない。

２ 申請等に必要な図書の作成上の注意

① 添付図書は、Ａ４版に折り込み図面リストを添付すること。なお、枚数が多いときは厚さ８cm程度に

分冊して提出すること。

② 添付図書等の綴じ込みは、添付書類等の添付順序欄の番号順とすること。

③ 登記事項証明書、公図、その他の証明書等は、発行から１年以内のものとすること。

④ 設計図書の作成に当たって使用する凡例については、８－１－１６を参考とすること。

⑤ 開発区域、工区区域、官民境界等については、各図面に明示すること。この場合、申請する開発区域

等は朱線で明示すること。

⑥ 設計図書には作成した者が記名すること。

⑦ 設計図書の作成に当たっては、本章で示した縮尺を目安とすること。

⑧ 許可後に「土地利用計画図」を１部、「開発区域区域図」及びＡ３版に縮小した「土地利用計画図」

を各３部提出すること。



- 802 -

８－１－１ 開発行為の許可申請及び開発行為の協議

（法第２９条・法第３０条、法第３４条の２、規則第１５～１７条、条例第２条・条例第２０条）

開発行為の許可を受けようとする者は、「開発行為許可申請書」(付-1又は付-2)に表８－１から表８－３

に掲げる図書を添えて、その土地の区域を管轄する土木事務所（石巻市の区域内におけるものについては石

巻市建設部建築指導課、大崎市の区域内におけるものについては大崎市建設部建築住宅課）に２部提出する

こと。なお、市街化調整区域内における申請の場合は、表８－４の各項に掲げる図書を併せて添付しなけれ

ばならない。

表８－１ 添付書類 注） △印は、開発区域が１ha以上の場合添付すること。

添付 目 的 別 協 様式
書 類 の 名 称 説 明 自 己 の 自 己 の 自己

順序 居 住 用 業 務 用 用外 議 の頁

01 設計説明書 ・開発区域面積は実測値とする。 × ○ ○ ○ 付16

02 資金計画書 × △ ○ × 付 3

03 既存の公共施設管理者の同意書 ・公共施設管理者が二以上となると ○ ○ ○ ○ 付12

（一覧表共） きは一覧表を添付すること。 付13

・内容は、接道、排水、廃止等につ

いて明確にすること。

04 新設公共施設管理予定者との協議書 ・公共施設管理予定者が二以上とな ○ ○ ○ ○ 付14

（一覧表共） るときは一覧表を添付すること。 付15

・協議内容について明確にすること

05 権利者の同意書（本人確認資料共（印 ・区域内外を問わず所有権、抵当権 ○ ○ ○ ○ 付18

鑑登録証明書等）） 等の当該開発行為の妨げとなる権

利を有する者の同意書を添付する

こと。

・印鑑登録証明は、同意書作成時の

ものを添付すること。

06 開発区域内の土地の登記事項証明書及 ・公図は、転写場所、年月日、開発 ○ ○ ○ ○

び公図の写し 区域、縮尺を明示し、転写者が記

名・押印の上、法務局備付けの公

図のとおり着色すること。

07 設計者の資格に関する書類 ・20ha以上の場合、20ha以上の開発 △ △ △ △ 付19

□設計者の資格証明に関する書類 行為に関する工事の総合的な設計

□卒業証明書 に係る設計図書を作成した関係書

□実務経歴証明書 類を添付すること。

08 申請者及び工事施行者が法人の場合は ○ ○ ○ ×

登記事項証明書、個人の場合は住民票

09 申請者の資力等に関する書類 × △ ○ ×

イ 法人の場合

□事業経歴書 付11

□法人税の前事業年度における納付

すべき額及び納付済額を証する書面

ロ 個人の場合

□事業経歴書 付11

□所得税の前年における納付すべき

額及び納付済額を証する書面

10 工事施行者の能力に関する書類 × △ ○ ×

□事業経歴書 付11

□建設業の許可の写し又は証明書

11 その他知事が必要と認める書類 ○ ○ ○ ○



付 - 1

（第１６条関係）別記様式第二

開 発 行 為 許 可 申 請 書

都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を ※収入証紙添付欄

申請します。

年 月 日

（宮城県知事） 殿

許可申請者 住所

氏名

１ 開発区域に含まれる地域の名称

開 ２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

発
３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

行
４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

為
５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の
６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

概 ７ 自己の居住の用に供するもの、
自己の業務の用に供するもの、
その他のものの別

要
８ 法第３４条の該当号及び該当す

る理由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許可に付した条件

※ 許 可 番 号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

備考 １ ※印のある欄は記載しないこと。

２ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内に

おいて行われる場合に記載すること。

３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ



付 - 2

（第１６条関係）別記様式第二の二

開 発 行 為 許 可 申 請 書

都市計画法第２９条第２項の規定により、開発行為の許可を ※収入証紙添付欄

申請します。

年 月 日

宮城県知事 殿

許可申請者 住所

氏名

１ 開発区域に含まれる地域の名称

開 ２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

発
３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

行
４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

為
５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の
６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

概 ７ 自己の居住の用に供するもの、
自己の業務の用に供するもの、
その他のものの別

８ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許可に付した条件

※ 許 可 番 号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

備考 １ ※印のある欄は記載しないこと。

２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ



付 - 5

（第２９条関係）別記様式第四

工 事 完 了 届 出 書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名

都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日

宮城県（ ）指令第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１ 工事完了年月日 年 月 日

２ 工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域

又は工区に含まれる地域の名称

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 ※印のある欄は記載しないこと。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ



付 6-

別記様式第五（第２９条関係）

公共施設工事完了届出書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名

都市計画法第３６条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号 年 月 日

宮城県（ ）指令第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１ 工事完了年月日 年 月 日

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域

又 は 工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

３ 工事が完了した公共施設

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 ※印のある欄は記載しないこと。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ



付 - 7

（第３０条関係）別記様式第六

開発行為に関する工事の検査済証

第 号

年 月 日

（宮城県知事） 印

下記の開発行為に関する工事は、 年 月 日検査の結果都市計画法第２９条の規定による

開発許可の内容に適合していることを証明します。

記

１ 許可番号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称

３ 許可を受けた者の住所及び氏名



付 - 8

（第３０条関係）別記様式第七

公共施設に関する工事の検査済証

第 号

年 月 日

（宮城県知事） 印

下記の公共施設に関する工事は、 年 月 日検査の結果都市計画法第２９条の規定による開

発許可の内容に適合していることを証明します。

記

１ 許可番号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称

３ 工事を完了した公共施設

４ 許可を受けた者の住所及び氏名



付 - 9

（第３２条関係）別記様式第八

開発行為に関する工事の廃止の届出書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名

都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号 年 月 日 宮城県

（ ）指令第 号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記

１ 開発行為に関する工事を廃止した年月日

２ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の名称

３ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の面積

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ



付 - 10

（第４条関係）様式第２号

事 業 経 歴 書

申請者又は工事施行者 住所

氏名又は名称

申 請 者 又 は 工 事 施 行 者

創 立 年 月 日

取 引 銀 行

法令（建設業法、宅地建物
取 引 業 法 、 そ の 他 ）
に よ る 許 可 等 の 有 無

事務職 人 労務職 人
職 員 数

技術職 人 合 計 人

元請、下請 着 工 年 月 日 検 査 済 証
事 業 名 場 所 面 積 許 認 可 年 月 日

の 区 分 完 成 年 月 日 交 付 年 月 日
宅

地

造

成

事

業

の

実

績

そ

の

他

の

事

業

実

績



付 - 11

（第４条関係）様式第３号

既存の公共施設管理者の同意書

年 月 日

（申 請 者）

殿

管理者 住所

,氏名又は名称

（電 話）

下記の開発行為については、管理上支障ないものと認め、同意いたします。

記

関 係 す る 公 共 施 設

開発許可の申請者の

住 所 及 び 氏 名

又 は 名 称

開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

開 発 区 域 の 面 積

開 発 行 為 の 目 的

同 意 の 内 容

（注）既存の公共施設の管理者が２以上である場合は、別紙の既存の公共施設管理者の同意一覧表を添付

すること。



付 - 12

別紙

既存の公共施設管理者の同意一覧表

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

（電 話）

都市計画法第３２条の規定により、下記のとおり公共施設の管理者の同意を得ました。

記

種 類 管 理 者 同 意 年 月 日 備 考



付 - 13

（第４条関係）様式第４号

新設公共施設管理予定者等との協議書

開 発 区 域 に 含 ま れ る

地 域 の 名 称

公共施設の規模
公 共 施 設 の 名 称

(幅員、延長等)

協 議 項 目 協 議 内 容 協 議 結 果 （条 件）

管 理 者 と な る べ き 者

土 地 の 帰 属

費 用 の 負 担

（法第４０条第３項）

そ の 他

協 議 年 月 日 開発許可の申請者 住所

,氏名又は名称

年 月 日

協 議 の 相 手 方 住所

,（管理予定者） 氏名又は名称

（注）協議すべき新設公共施設管理予定者等が２以上になるときは、別紙の新設公共施設管理予定者等と

の協議一覧表を添付すること。



付 - 14

別紙

新設公共施設管理予定者等との協議一覧表

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

（電 話）

（開発区域の地名地番を記入）で行う都市計画法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施設

等について、当該公共施設を管理することとなる者等と下記のとおり協議しました。

記

規 模
種 類 番号 管理予定者 協議年月日 備 考

（幅員、延長等）



付 - 17

（第４条関係）様式第６号

権 利 者 の 同 意 書

開発許可の申請者 住所

氏名又は名称

開発区域に含まれる地域の名称

、 。上記に係る開発行為の施行及び開発行為に関する工事の実施については 異議がないので同意いたします

権 利 の 権利の対象 権 利 者 の 住 所 及
権利の種類 同 意 年 月 日 印

対 象 物 物 の 所 在 び 氏 名 又 は 名 称

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

（注）１ 「権利の対象物」の欄は、土地又は建築物若しくは工作物等の別を記載し （ ）内は、土、

地については地目を、建築物及び工作物等については用途を記載すること。

２ 「権利の種類」の欄は、所有権、賃借権その他の権利を記載すること。

３ 権利者の本人確認資料（印鑑登録証明書等）を添付すること。



付 - 18

（第４条関係）様式第７号

設計者の資格証明に関する書類

年 月 日

（宮城県知事） 殿

設計者 住所

氏名又は名称

生年月日 年 月 日

都市計画法施行規則第１９条に規定する資格については、下記のとおりです。

記

卒業又は
最 学 校 名 学部科名 在 学 期 間 所 在 地

中退の別
終

学 年 月から

歴 年 月まで

在 職 期 間
主 勤 務 先 所 在 地 職 名 職務内容

年 月～ 年 月 年数
な

実

務

経

歴

事 業 主 名 工 事 施 行 者 工 事 施 行 場 所 面 積 年 月 日

主 経

な

設

計 歴

登録及び
建はに 資 格 内 容 取 得 年 月 日 取 得 場 所 ※ 照 合 印

合格番号
築技よ

士術る

法士資

又法格

※ 該 当 資 格 都市計画法施行規則第１９条第１号のイ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、第２号

（注）１ ※印欄は記載しないこと。

２ 卒業証明書、実務経歴証明書等都市計画法施行規則第１９条の基準に適合していることを証す

る書面を添付すること。
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（第６条関係）様式第８号

既存の権利者の届出書

年 月 日

宮城県知事 殿

届出者 住所

氏名又は名称

都市計画法第３４条第１３号の規定により下記のとおり届け出ます。

記

届 出 者 の 職 業

（法人に あっては業務内容）

土 地 の 所 在 、 地 目 及 び 面 積

土地又は土地の利用に関する所有

権以外の権利を有していた目的

土地の利用に関する所有権以外の

権 利 の 種 類 及 び 内 容

区 域 区 分 が 決 定 さ れ 、 又 は

変 更 し て 市 街 化 調 整 区 域 が

拡 張 さ れ た 年 月 日

予定建築 物等の規模及び用途

※ 受 付 番 号

（注）１ ※印欄は記載しないこと。

２ 予定建築物の用途については、専用又は併用の別、併用の場合はその種別を明確にして具体的

に記載すること。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第８条関係）様式第９号

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書

都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請 ※収入証紙貼付欄

します。

年 月 日

（宮城県知事） 殿

許可申請者 住所

氏名又は名称

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

４ 工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名

５ 法第３４条の該当号及び該当する

理由

６ 設 計 の 内 容

７ そ の 他 必 要 な 事 項

開 発 許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

変 更 の 理 由

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 変 更 の 許 可 に 付 し た 条 件

※ 変 更 許 可 の 番 号 年 月 日 宮城県（ ）指令第 号

（注）１ ※印欄は記載しないこと。

２ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区

域内において行われる場合に記載すること。

３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令に

よる許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

「 」（「 」 。） 、 （ ）４ 開発行為の変更の概要 その他必要な事項 を除く の欄は 変更前及び変更後 朱書き

の内容を対照させて記載すること。

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要
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（第９条関係）様式第１０号

開 発 行 為 変 更 届 出 書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名又は名称

都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。

記

１ 変更した事項

２ 変更の理由

３ 開発許可の年月日及び番号

（注）変更にかかる事項は、変更前及び変更後（朱書き）の内容を対照させて記載すること。

記載すること。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第１０条関係）様式第１１号

工 事 着 手 届 出 書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名又は名称

下記のとおり工事に着手したので、都市計画法施行条例第６条第１項の規定により届け出ます。

記

開 発 許 可 の

年 月 日 及 び 番 号

開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

工 事 着 手 年 月 日

工事完了予定年月日

工 事 住 所

施行者 氏 名 又 は

名 称 電 話

現 場 住 所

管理者 氏 名
電 話

※ 受 付 欄

（注）※印欄は記載しないこと。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第１１条関係）様式第１２号

開 発 許 可 標 識

許 可 権 者

許 可 年 月 日 及 び 番 号

開発行為者の住所及び

氏 名 又 は 名 称

設計者の住所及び氏名

工事施行者の住所及び

氏 名 又 は 名 称

開発区域に含まれる地域

の 名 称

開 発 区 域 の 面 積 ㎡

工 事 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

現 場 管 理 者 の 住 所

及 び 氏 名

（注）規格は、縦横９０cm以上とすること。
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（第１２条関係）様式第１３号

工事完了公告前の建築（建設）承認申請書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

下記のとおり開発行為に関する工事完了公告前の建築（建設）を行いたいので、都市計画法第３７条第１

号の規定により申請します。

記

開発許可を受けた者

の 氏 名 又 は 名 称

許可年月日及び番号

開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

工 事 の 進 捗 の 状 況
ちょく

建築（建設）しよう

建 と す る 土 地 の 所 在

築 建築（建設）しよう

と す る 土 地 の 面 積

等

建築物（特定工作物）

の の 構 造 及 び 規 模

概 建築物（特定工作物）

の 用 途

要

工 期

申

請

の

理

由

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ

開

発

許

可

の

概

要
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（第１３条関係）様式第１４号

中 止
開 発 行 為 の 届 出 書

再 開

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名又は名称

中止
下記のとおり開発行為を したので、都市計画法施行条例第９条第２項の規定により届け出ます。

再開

記

開 発 許 可 の 年

月 日 及 び 番 号

開発行為の中止（再開）に

係 る 地 域 の 名 称

開発行為の中止（再開）に

係 る 地 域 の 面 積

中 止 （ 再 開 ） 年 月 日

中 止 （ 再 開 ） の 理 由

中 止 （ 再 開 ） 時 の

工 事 の 進 捗 の 状 況
ちょく

再 開 す る 予 定 の 年 月 日

（注 「再開する予定の年月日」の欄は、開発行為に関する工事を中止する場合に記載すること。）

記載すること。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第１５条関係）様式第１５号

費用の負担に関する協議書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

協議者 住所

氏名又は名称

公共施設の用に供する土地の帰属に伴い、都市計画法第４０条第３項の規定により下記のとおり費用の負

担について協議します。

記

負担を求めようとする額

法第３６条第３項の公告

の日における土地の所在、

地 番 、 地 目 及 び 面 積

費 用 負 担 を 求 め よ う と

す る 土 地 の 取 得 に 要 す

べ き 費 用 の 額

同 上 の 費 用 の

額 の 積 算 基 礎

公 共 施 設 の 種 別

（注）１ この協議書は、都市計画法第３６条第３項の規定による工事完了の公告の日から起算して３ケ

月以内に提出すること。

２ 「公共施設の種別」の欄は、都市計画法第４０条第３項及び同法施行令第３２条に掲げる区分

により記載すること。
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（第１６条関係）様式第１６号

収入証紙
貼 付 欄

建築物の特例許可申請書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

下記のとおり用途地域の定められていない土地の区域内において建築物の建築を行いたいので、都市計画

法第４１条第２項ただし書の規定により申請します。

記

許 可 を 受 け た 者

の 氏 名 又 は 名 称

開 許 可 年 月 日

及 び 番 号

発

敷 地 面 積 建 築 物 壁 面 の そ の 他 建 築 物 の

許 に 対 す る 建 築 敷 地 、 構 造 及 び

面 積 の 割 合 の 高 さ 位 置 設 備

可

許 可 を 受 け た 際

の

の 建 築 物 の 制 限

概

の 内 容

要

建 築 し よ う と す る

建 築 物 の 内 容

建 築 し よ う と す る
所在 面積 ㎡

土 地 の 所 在 及 び 面 積

申 請 の 理 由

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第１７条関係）様式第１７号

収入証紙
貼 付 欄

予定建築物等以外の建築物等の建築等許可申請書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

下記のとおり予定建築物等以外の建築物等の建築等を行いたいので、都市計画法第４２条第１項ただし書

の規定により申請します。

記

許 可 を 受 け た 者

の 氏 名 又 は 名 称

開

発 許可年月日及び番号

許

可 予 定 建 築 物

の （特定工作物）の用途

概

要 工事完了公告年月日

建築等をしようとする土地 所在 面積

の 所 在 及 び 面 積 ㎡

新築（新設）しようとする

予定建築物等以外の建築物

（特定工作物）又は改築若

しくは用途変更後の建築物

の 用 途

申 請 理 由

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第１８条関係）様式第１８号

建築物の新築、改築若しくは用途の変更
又は第一種特定工作物の新設許可申請書

建 築 物 新 築 ※収入証紙貼付欄
改 築

都市計画法第４３条第１項の規定により、 第 一 種 の 用途の変更
特定工作物 新 設

の許可を申請します。

年 月 日

宮城県知事 殿

許可申請者 住所

氏名又は名称

１ 建築物を建築しようとする土地、用途の変更

をしようとする建築物の存する土地又は第一種

特定工作物を新設しようとする土地の所在、地

番、地目及び面積

２ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建

築物又は新設しようとする第一種特定工作物の

用途

３ 改築又は用途の変更をしようとする場合は既

存の建築物の用途

４ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建

築物又は新設しようとする第一種特定工作物が

法第３４条第１号から第１０号まで、施行令

第３６条第１項第３号ロから同号ホのいずれに

該当するか、並びにその理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許 可 に 付 し た 条 件

※ 許 可 番 号 年 月 日 宮城県(建)指令第 号

（注）１ ※印欄は記載しないこと。

２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築，改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作

物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を

記載すること。

設計者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第２０条関係）様式第２０号

地位の承継届出書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

届出者 住所

氏名又は名称

下記のとおり許可に基づく地位を承継したので、都市計画法施行条例第１５条第１項の規定により届け出

ます。

記

許可を受けた者の

氏 名 又 は 名 称

許

可
許可年月日及び番号

の

概

要 許 可 を 受 け た

地 域 の 名 称

被 承 継 人 の 住 所 及 び

氏 名 又 は 名 称

承 継 年 月 日

承 継 の 理 由

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第２１条関係）様式第２１号

収入証紙
貼 付 欄

地位の承継承認申請書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請者 住所

氏名又は名称

下記のとおり開発許可に基づく地位を承継したいので、都市計画法第４５条の規定により申請します。

記

開 許可を受けた者の

発 氏 名 又 は 名 称

許

可
許可年月日及び番号

の

概

要 開発許可を含まれる

地 域 の 名 称

被 承 継 人 の 住 所 及 び

氏 名 又 は 名 称

権限を取得した年月日

取 得 し た 権 限 の 内 容

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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（第２３条関係）様式第２４号

収入証紙

貼 付 欄

開発登録簿写しの交付申請書

年 月 日

（宮城県知事） 殿

申請書 住所

氏名又は名称

下記のとおり開発登録簿の写しの交付を受けたいので、都市計画法第４７条第５項の規定により申請しま

す。

記

許可を受けた者の

氏 名 又 は 名 称

許可年月日及び番号 交 付 部 数

申請者

ＴＥＬ
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都

市

計

画

法

に

よ

る

命

令

の

告

示

（

土

地

又

は

工

作

物

等

の

）

所

在

地

命

令

を

受

け

た

者

の

氏

名

こ

の

（

土

地

又

は

工

作

物

等

）

は

、

都

市

計

画

法

（

昭

和

四

十

三

年

法

律

第

百

号

）

に

違

反

し

て

い

る

の

で

、

年

月

日

付

け

で

、

同

法

第

八

十

一

条

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

き

を

命

じ

た

。

注１

こ

の

標

識

を

損

壊

し

た

場

合

は

、

公

文

書

毀

棄

罪

で

罰

せ

ら

れ

る

こ

と

が

あ

り

ま

す

。

２

こ

の

命

令

に

違

反

し

た

場

合

は

、

罰

せ

ら

れ

る

こ

と

が

あ

り

ま

す

。

年

月

日

宮

城

県

知

事

（第２８条関係）様式第２６号
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（第２９条関係）様式第２７号

収入証紙

貼 付 欄

開発行為又は建築等に関する証明書の交付申請書

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者 住所

氏名又は名称

下記の事項が都市計画法の規定に適合していることを証明願います。

記

制 限 事 項 制 限 に 対 す る 適 合 の 内 容

上記のとおり相違ないことを証明する。

年 月 日

宮城県知事 印

（注）１ 「制限事項」の欄には、都市計画法第２９条第１項若しくは第２項、第３５条の２第１項、

第４１条第２項、第４２条又は第４３条第１項の規定による制限の別を記載すること。

２ 「制限に対する適合の内容」の欄には、制限に適合している旨を具体的に記載すること。

代理者

住 所

ＴＥＬ

ＦＡＸ
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様式第７号

予 備 審 査 願

下記の計画について、市街化調整区域内における都市計画法上の制限に関する適合性に係る予備審査をお願

いします。

年 月 日

宮城県土木部建築宅地課長 殿

予備審査願出者 住所

氏名

記

１ 都市計画法の該当条項

２ 開発区域の所在、地目及び面積

３ 予定建築物等の用途

４ 開発等の概要

５ 開発等の周辺における市街化を促進するおそれがないと判断し、かつ、市街化区域内において開発等する

ことが困難又は著しく不適当と判断する理由

（注）添付図書として位置図、案内図、土地利用計画図その他必要なものを添付する。
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月
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月
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月
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進
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す
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す
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敷
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規
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記

入
す
る

こ
と
。
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（大規模開発工事における状況報告等に関する要綱関係）様式第３号

降 水 状 況 報 告 書

開 発 行 為 の 名 称

〒 〒

開 発 行 為 申 請 者 工事施行者

5 5

開 発 行 為 地

年 月 日 時 分から

降 ① 年 月 日 時 間

年 月 日 時 分まで

水 ② 降 水 量 総計 mm／mm

最大時間雨量 mm／mm

の ③ 降 水 量

（ 月 日 時 分から 月 日 時 分まで）

状 ④ 降 水 の 特 徴

⑤ 累 加 降 水 量

況 及 び 別 紙 の と お り

時 間 雨 量 表

宮城県土木部建築宅地課 FAX 022-211-3191
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（第８条関係）様式第７号

宅地造成工事設計資格者登録申請書

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者 住所

氏名又は名称

宅地造成等規制法による工事に関する設計業務に従事するため宅地造成等規制法施行細則第８条第１項の

規定により登録してくださるよう申請します。

なお、この申請及び添付書類の記載事項は、事実と相違ありません。

記

本 籍 地

氏 名 生年月日

最 学 校 名

終 卒 業 当 時 の 現 在 の

学 校 所 在 地 所 在 地

学

卒 業 年 月 日
年 月 日 卒業証書番号 第 号

歴 番 号

有 資 格 該 当 令１７条のうち 第１号、第２号、第３号、第４号、第５号

（ ○ で 囲 む ） 告 示 の う ち 第１号、第２号、第３号、第４号、第５号

添付書類 １ 履歴書

２ 履歴を証明する書類（主に実務経験を証するもの）

３ 写真２枚（４cm×５cm、本人の顔が判明できるもの）

４ 最終学校卒業証書


	R020515第8章
	Taro-⑦8_2_2～8_3(H31.4.26改正)
	様式
	Taro-1-①別記２（29条1項）
	Taro-1-②別記２の２（29条2項）
	Taro-1-③別記３（資金計画）_改訂無
	Taro-1-④別記４（完了届）
	Taro-1-⑤別記５（公共施設完了届）
	Taro-1-⑥別記６（検査済証）
	Taro-1-⑦別記７（公共施設検査済証）
	Taro-1-⑧別記８（廃止届）
	Taro-2-①細則０２（事業経歴書）
	Taro-2-②細則０３（既存公共施設同意）
	Taro-2-③細則０４（新設公共施設協議）
	Taro-2-④細則０５（設計説明書）_改訂無
	Taro-2-⑤細則０６（権利者同意）
	Taro-2-⑥細則０７（設計資格者）
	Taro-2-⑦細則０８（既存権利者届）
	Taro-2-⑧細則０９（開発変更許可）
	Taro-2-⑨細則１０（変更届）
	Taro-2-⑩細則１１（工事着手届）
	Taro-2-⑪細則１２（開発看板）
	Taro-2-⑫細則１３（３７条承認）
	Taro-2-⑬細則１４（中止・再開届）
	Taro-2-⑭細則１５（費用負担協議）
	Taro-2-⑮細則１６（４１条許可）
	Taro-2-⑯細則１７（４２条許可）
	Taro-2-⑰細則１８（４３条許可）
	Taro-2-⑱細則２０（地位の承継届）
	Taro-2-⑲細則２１（地位の承継申請）
	Taro-2-⑳細則２２（開発登録簿）_改訂無
	Taro-3-①細則２３（登録簿閲覧）_改訂無
	Taro-3-②細則２４（登録簿交付）
	Taro-3-③細則２６（公告看板）
	Taro-3-④細則２７（６０条証明）
	Taro-3-⑤細則２８（計画概要書）_改訂無
	Taro-④予備審査願
	Taro-5-①状況報告１_改訂無
	Taro-5-②状況報告２_改訂無
	Taro-5-③状況報告３_改訂無
	Taro-⑥設計資格登録
	Taro-⑦石巻市細則０１_改訂無
	Taro-⑦大崎市規則０１_改訂無

	バインダー
	Taro-1-①別記２（29条1項）
	Taro-1-②別記２の２（29条2項）
	Taro-1-③別記３（資金計画）_改訂無
	Taro-1-④別記４（完了届）
	Taro-1-⑤別記５（公共施設完了届）
	Taro-1-⑥別記６（検査済証）
	Taro-1-⑦別記７（公共施設検査済証）
	Taro-1-⑧別記８（廃止届）
	Taro-2-①細則０２（事業経歴書）
	Taro-2-②細則０３（既存公共施設同意）
	Taro-2-③細則０４（新設公共施設協議）
	Taro-2-④細則０５（設計説明書）_改訂無
	Taro-2-⑤細則０６（権利者同意）
	Taro-2-⑥細則０７（設計資格者）
	Taro-2-⑦細則０８（既存権利者届）
	Taro-2-⑧細則０９（開発変更許可）
	Taro-2-⑨細則１０（変更届）
	Taro-2-⑩細則１１（工事着手届）
	Taro-2-⑪細則１２（開発看板）
	Taro-2-⑫細則１３（３７条承認）
	Taro-2-⑬細則１４（中止・再開届）
	Taro-2-⑭細則１５（費用負担協議）
	Taro-2-⑮細則１６（４１条許可）
	Taro-2-⑯細則１７（４２条許可）
	Taro-2-⑰細則１８（４３条許可）
	Taro-2-⑱細則２０（地位の承継届）
	Taro-2-⑲細則２１（地位の承継申請）
	Taro-2-⑳細則２２（開発登録簿）_改訂無
	Taro-3-①細則２３（登録簿閲覧）_改訂無
	Taro-3-②細則２４（登録簿交付）
	Taro-3-③細則２６（公告看板）
	Taro-3-④細則２７（６０条証明）
	Taro-3-⑤細則２８（計画概要書）_改訂無
	Taro-④予備審査願
	Taro-5-①状況報告１
	Taro-5-②状況報告２_改訂無
	Taro-5-③状況報告３
	Taro-⑥設計資格登録
	Taro-⑦石巻市細則０１_改訂無
	Taro-⑦大崎市規則０１_改訂無




